
令和５年第２回定例会　議案の概要

第２回定例会
（会期：令和５年６月12日～６月29日）

議決した案件
議案の内訳

●条例案…５件　●予算案…１件　●同意案…14件　●その他…８件
●請願…２件　●委員会提出議案…１件　●議長発議…２件

（●全会一致可決…29件　●賛成多数可決…２件　●不採択…１件　●継続審査…１件）

議案の審査経過
表決が分かれた案件の表決結果

【表決が分かれた議案名】
議案第119号　東広島市税条例の一部改正について

議案第120号　東広島市国民健康保険税条例の一部改正について

請願第２号　学校給食への公的補助を強め、完全無償化を求める請願書

【継続審査とした議案名】
請願第３号　広島県にジーンバンク事業の再考を求める請願書

議案番号
▼
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議案第119号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

議案第120号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

請願第2号 × × × × × × × × × × × × 議 × × × × × × × × × × × × × × × ○ ×

※「議」は議長「○」は賛成「×」は反対

議案書、提出議案説明書など、本会議資料は、こちらのＱＲコードからご覧いただけます。
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物
価
高
騰
対
策
や
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
実
現
に
向
け
た
取
組

み
に
必
要
な
予
算
と
し
て
、
総
額
に
７
億
７
９
９
０
万
４

千
円
を
追
加
し
、
補
正
後
の
総
額
を
９
６
１
億
６
５
７
６

万
５
千
円
と
す
る
令
和
５
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第

３
号
）
を
可
決
し
ま
し
た
。

〈
議
案
第
123
号
〉

令
和
5
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
3
号
）を
可
決
し
ま
し
た

※自動運転・隊列走行ＢＲＴ　　  令和４年11月に広島大学、JR西日本、東広島市が連携協定を締結し、ブールバールでの実証運行
に向けた検討を進めている。鉄道と路線バスの間に位置するものとされており、隊列走行のメリッ
トとして、自動運転の技術により運転士不足の解消をはじめ、隊列走行技術による弾力的需要対応、
また、直通運転が実現可能となる点が示されている。

補正予算（第３号）　補正額　７億7990万４千円

●物価高騰対策
　・子育て支援

　　学校給食の材料費高騰対策 8,915万６千円

　　私立保育所等への電力・食材料価格高騰対策 6,735万９千円

　　民間放課後児童クラブへの電力価格高騰対策 94万円

　・社会福祉施設等支援

　　社会福祉施設等への物価高騰対策 １億2,223万１千円

　・事業活動支援

　　中小企業等へのLPガス料金価格高騰対策 7,194万円

　　農水産事業者への物価高騰対策 2,766万５千円

●スマートシティ実現に向けた取組み
　デジタル田園都市国家構想交付金を活用したTGOアプリ等の構築

 １億6,116万４千円

　※自動運転・隊列走行BRT（バス高速輸送システム）実証運行

 １億5,000万円

　国の重点対策加速化事業を活用した脱炭素に向けた複合的な取組み

 8,354万１千円

委
員
会
で
の
主
な
質
疑

Ｑ 　

今
回
開
始
す
る
農
業
事
業
者
等
へ

の
補
助
に
は
、
広
島
県
の
事
業
と
関

連
す
る
も
の
が
あ
る
の
か
。

Ａ 　

国
・
県
の
制
度
で
行
き
届
か
な
い

部
分
を
、
市
独
自
で
支
援
す
る
も
の

で
あ
る
。

Ｑ 　

本
市
で
バ
ス
高
速
輸
送
シ
ス
テ
ム

の
実
証
実
験
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た

理
由
は
何
か
。

Ａ 　

市
と
し
て
は
以
前
か
ら
西
条
駅
と

広
島
大
学
を
結
ぶ
中
央
輸
送
の
必
要

性
を
認
識
し
て
お
り
、
こ
の
度
ま
ち

の
都
市
軸
と
し
て
同
シ
ス
テ
ム
の
よ

う
な
基
幹
交
通
を
導
入
す
る
こ
と
で
、

交
通
を
強
化
し
て
い
き
た
い
と
い
う

考
え
で
あ
る
。
Ｊ
Ｒ
西
日
本
管
内
で
、

本
市
が
導
入
に
適
し
て
い
る
と
の
こ

と
で
、
駅
と
大
学
、
産
業
面
を
鑑
み

て
選
定
さ
れ
た
も
の
と
考
え
る
。
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○
請
願
の
内
容

　

・ 

学
校
給
食
へ
の
公
的
補
助
を
強
め
、

東
広
島
市
と
し
て
完
全
無
償
化
と

す
る
こ
と
。

　

・ 

学
校
給
食
に
地
元
食
材
は
も
と
よ

り
、
有
機
農
産
物
を
使
用
し
、
子

ど
も
た
ち
の
健
や
か
な
成
長
を
保

障
す
る
こ
と
。

委
員
会
で
の
主
な
質
疑

Ｑ 　

給
食
費
の
無
償
化
の
ほ
か
に
、
地

元
食
材
を
使
用
す
る
こ
と
、
有
機
農

産
物
を
使
用
す
る
こ
と
を
請
願
さ
れ

て
い
る
が
、
ど
れ
が
一
番
優
先
順
位

が
高
い
の
か
。

Ａ 　

給
食
費
の
無
償
化
が
１
番
目
、
ほ

か
は
２
番
目
・
３
番
目
だ
と
考
え
て

い
る
。

Ｑ 　

有
機
農
産
物
の
使
用
を
求
め
ら
れ

て
い
る
が
、
給
食
に
使
用
で
き
る
だ

け
の
絶
対
数
の
確
保
が
可
能
か
ど
う

か
、
ど
う
認
識
し
て
い
る
の
か
。

　

地
方
公
共
団
体
の
財
源
を
確
保
す
る
た
め
、
地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
に
関
す

る
意
見
書
を
政
府
及
び
国
会
に
提
出
し
ま
す
。

Ａ 　

今
す
ぐ
に
そ
れ
だ
け
の
量
を
確
保

す
る
の
は
無
理
で
あ
る
た
め
、少
し

ず
つ
で
も
で
き
る
だ
け
取
り
入
れ
て

ほ
し
い
と
い
う
意
味
が
込
め
ら
れ
て

い
る
。

本
会
議
で
の
討
論

賛 

成　

451
自
治
体
が
給
食
費
を
無
償
化

し
て
お
り
、
現
物
支
給
を
拡
充
す
る

こ
と
が
大
事
だ
と
考
え
る
。
有
機
農

産
物
を
で
き
る
だ
け
使
用
す
る
こ
と

も
求
め
ら
れ
て
お
り
、
署
名
の
数
３

１
４
３
筆
の
重
み
を
受
け
止
め
る
べ

き
で
あ
る
。

反 

対　

請
願
の
理
由
が
、
憲
法
で
保
障

さ
れ
て
い
る
か
ら
と
あ
る
が
、
社
会

は
法
律
で
な
ん
と
か
な
る
も
の
で
は

な
い
。
全
員
が
口
を
開
け
て
待
っ
て

い
た
ら
全
員
餓
死
す
る
の
は
自
明
だ
。

次
代
を
担
う
子
ど
も
達
に
安
全
な
も

の
を
食
べ
さ
せ
た
い
と
は
思
う
が
、

理
念
な
き
請
願
に
は
反
対
す
る
。

〈
請
願
第
2
号
〉

学
校
給
食
へ
の
公
的
補
助
を
強
め
、完
全
無
償
化

を
求
め
る
※
請
願
書
を
不
採
択
と
し
ま
し
た

〈
委
員
会
提
出
議
案
第
3
号
〉

政
府
・
国
会
に
意
見
書
を
提
出
し
ま
す

意見書の抜粋
　今、地方公共団体には、デジタル化、脱炭素化、物価高騰対策など、極めて多岐にわたる
役割が求められている。しかし、現実に地域公共サービスを担う人員は不足しており、疲弊
する職場実態にある中、長期にわたり新型コロナウイルス感染症や、多発する大規模災害へ
の対策も迫られている。
　このため、令和６年度の政府予算と地方財政の検討に当たっては、歳入・歳出を的確に見
積もり、地方財政の確立を目指して、以下の事項を実現するよう求める。
１　  社会保障の維持・確保、人への投資も含めた地域活性化やデジタル化、脱炭素化、防災・

減災、物価高騰対策、地域公共交通の再構築など、増大する地方公共団体の財政需要を
的確に把握し、それを支える人件費も含めて、十分な地方一般財源総額の確保を図ること。

２　  子育て支援や地域医療の確保、介護や生活困窮者の自立支援など、急増する社会保障ニー
ズが自治体の一般行政経費を圧迫することから、地方単独事業分も含めた十分な社会保
障経費の拡充を図ること。また、これらの分野を支える人材確保に向けた自治体の取組
を支える財政措置を講じること。

３　  所得税等を対象に国税から地方税への税源移譲を行うなど、地方財源の充実に向けた、
より抜本的な改善を行うこと。

４　  地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図るとともに、地方交付税の法定率
を引き上げるなどし、臨時財政対策債に頼らない、より自律的な地方財政の確立に取り
組むこと。

５　  新型コロナウイルス感染症の５類移行後におけるワクチン接種体制や将来的な新たな感
染症などを踏まえた保健・医療提供体制の充実・強化について、地域経済の活性化対策
も含め、十分な財政措置を図ること。

６　  会計年度任用職員制度の運用については、処遇改善や雇用確保が求められることから、
令和６年度から支給可能となる勤勉手当も含め、所要額の調査を行ったうえで、必要な
財源を確保すること。

７　  森林環境譲与税については、より林業需要を見込める自治体への譲与額を増大させるよ
う、人口による配分を３割とする現行の譲与基準を見直すこと。

○提出先
　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣
　農林水産大臣、国土交通大臣、デジタル大臣、内閣府特命担当大臣（少子化対策　男女共同参画）

※請願　　17ページをご参照ください。
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